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Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
 1. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社 テイケイ気化器㈱、愛協産業㈱、アイサン コンピュータ サービス㈱、日本超硬㈱、 
㈱中京治具、愛三熊本㈱、玄潭産業㈱、玄潭テック㈱、愛三(天津)汽車部件有限公司、
愛三(佛山)汽車部件有限公司、愛三貿易(広州)有限公司、沈陽玄潭汽車部件有限公司、 
泰凱通用化油器(宁波)有限公司、玄潭(張家港)汽車部件有限公司、 
㈱アイサン ナスモコ インダストリ、 
アイサン コーポレーション アジア パシフィック㈱、 
アイサン オートパーツ インディア㈱、ＩＨＤインダストリーズ㈱、 
アイサン フィエム オートモーティブズ インディア㈱、 
アイサン セールス インディア㈱、 
フランクリン プレシジョン インダストリー㈱、 
アイサン コーポレーション オブ アメリカ、ヒョンタン アメリカ㈱、 
アイサン オートパーツ メキシコ㈱ 
アイサン インダストリー フランス㈱、アイサン インダストリー チェコ㈲、 
アイサン コーポレーション ヨーロッパ㈱､ヒョンタン スロバキア㈲の28社 

なお、アイサン フィエム オートモーティブズ インディア㈱および 
アイサン セールス インディア㈱については重要性が増加したため、 
当連結会計年度より、連結の範囲に含めております。 

 
非連結子会社 該当事項はありません。 

 
2. 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社および関連会社 
非連結子会社 該当事項はありません。 
関連会社 ミヤマ精工㈱、重慶平山泰凱化油器有限公司 

なお、上記関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および 
利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、 
全体としても重要性がないため、持分法の適用から除いております。 
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、玄潭産業㈱、玄潭テック㈱、愛三(天津)汽車部件有限公司、愛三(佛山)汽車部件有限公司、
愛三貿易(広州)有限公司、沈陽玄潭汽車部件有限公司、泰凱通用化油器(宁波)有限公司、 
玄潭(張家港)汽車部件有限公司、㈱アイサン ナスモコ インダストリ、ＩＨＤインダストリーズ㈱、 
フランクリン プレシジョン インダストリー㈱、アイサン コーポレーション オブ アメリカ、 
ヒョンタン アメリカ㈱、アイサン オートパーツ メキシコ㈱、アイサン インダストリー フランス㈱、
アイサン インダストリー チェコ㈲、アイサン コーポレーション ヨーロッパ㈱、ヒョンタン スロバキ
ア㈲の決算日は12月31日であり、連結決算日(３月31日)と異なっておりますが、決算日の差異が３カ
月を超えていないため、連結計算書類の作成にあたっては当該子会社の事業年度の財務諸表を使用し、
連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結計算書類作成上必要な調整を行っております。 

 
4. 会計方針に関する事項 

  (イ)重要な資産の評価基準および評価方法 
   (1)有価証券 

その他有価証券 時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

( 評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
売却原価は移動平均法により算定しております。 ) 

 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 
 

(2)デリバティブ  時価法 
(3)たな卸資産  主として総平均法による原価法（貸借対照表価額に 

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 

(リース資産を除く) 
当社および国内連結子会社は定率法によっております。 
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法
によっております。 
在外連結子会社は、主として定額法（ただし、一部の在外連結子会社は 
機械装置と工具については定率法）によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 ７〜50年 
機械装置及び運搬具 主として９年 

 

(2)無形固定資産 
(リース資産を除く) 

定額法によっております。 
 

(3)リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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 (ハ)重要な引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 当社および連結子会社の一部は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 
  
   

 

 

 

 

 

 

 

 

(ニ)退職給付に係る会計処理の方法 
①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしております。 

 (ホ)重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。 
なお、在外連結子会社の資産および負債は、在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益および費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めております。 

(ヘ)ヘッジ会計 
原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 
また、一体処理(特例処理・振当処理)の要件を満たしている金利通貨スワップについては一体処理に
よっております。 

(2)製品保証引当金 当社および連結子会社の一部は、製品の品質保証費用の支出に充てるため、
納入先とのクレーム補償契約に基づくクレームは過去の実績を基礎にして
当連結会計年度売上高に対応する発生見込額を繰り入れ、当連結会計年度
保証期間経過対応分を取り崩しており、そのほか臨時多額に発生したクレームに
対応するため、その支出見込額を繰り入れ、支出額を取り崩しております｡ 

(3)役員賞与引当金 当社および国内連結子会社の一部は、役員に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 連結子会社の一部は、役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づ
く期末要支給額を計上しております。 

(5)事業構造改善引当金 事業構造の改善に伴い発生する損失に備えるため、今後発生が見込まれる費
用について、合理的に見積もられる金額を計上しております。 
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(ト)のれんの償却方法および償却期間 
     のれんは、５年間の定額法により償却を行っております。 

(チ)消費税等の会計処理 
     税抜方式によっております。 

(リ)連結納税制度の適用  
     当社および一部の連結子会社は、当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。 

なお、繰延税金資産及び繰延税金負債の額は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に 
係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）により改正 
前の税法の規定に基づいております。 

 
5. 会計方針に関する事項 

(イ)「リース」（IFRS第16号） 
     国際財務報告基準を適用する在外連結子会社において、IFRS第16号「リース」（2016年１月 

13日）を、当連結会計年度より適用しております。 
当会計基準の適用によりリースの借手は、原則としてすべてのリースについて資産及び負債を 
認識すること等を要求されており、適用にあたっては遡及修正による累積的影響額を適用開始 
日時点で認識する方法に従っております。 
これによる当連結会計期間末日の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 
(ロ)「顧客との契約から生じる収益」（ASU第2014-09号） 

     米国会計基準を適用する在外連結子会社において、ASU第2014-09号「顧客との契約から生じる 
収益」（2014年５月28日）を、当連結会計年度より適用しております。 
当会計基準の適用により、約束した財又はサービスが顧客に移転された時点で、当該財又はサ 
ービスと交換に権利を得ると見込む対価を反映した金額で、収益を認識することが求められて 
おります。 

     買戻し契約に該当する有償支給取引について、当連結会計年度より加工代相当額のみを純額で 
     収益として表示しております。 
     これによる当連結累計期間の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 
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Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記 
 1. 有形固定資産の減価償却累計額 177,655百万円
 （注）減価償却累計額には、減損損失累計額も含めて表示しております。 
 

2. その他 
2014年２月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、北米において損害賠償を求める⺠事訴

訟が提起されております。 
 
Ⅲ 連結損益計算書に関する注記 

1. 減損損失 
 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 
金額 

（百万円） 

日本 自動車部品製造設備 
建物及び構築物、 
機械装置及び運搬具等 

8,736 

チェコ 自動車部品製造設備 
建物及び構築物、 
機械装置及び運搬具等 

1,338 

   当社グループの減損会計適用にあたっての資産のグルーピングは、原則として継続的に損益の把握を 
実施している管理会計上の単位である事業グループ別に行っております。 
 当社グループは、日本及び欧州地域の事業環境の変化により、当初想定していた収益を見込めなくな 
ったため、自動車部品製造設備をはじめとする固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少 
額を減損損失として特別損失に10,074百万円計上しました。 
 その内訳は、建物及び構築物3,333百万円、機械装置及び運搬具5,713百万円、建設仮勘定613百万円、 
有形固定資産その他240百万円、無形固定資産172百万円であります。 
 なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロー 
を7.90%〜10.45%で割り引いて算定しております。 
 
2. 事業構造改善費用 

当社グループの収益体質の強化と成⻑を実現するために、欧州事業の構造改⾰を実現するにあたり、 
当社連結子会社における整理解雇に関する費用を計上しております。 
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Ⅳ 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数 
普通株式 63,018,396株

 
 2. 剰余金の配当に関する事項 
  (1)配当金支払額 
 

決   議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 基 準 日 効力発生日 

2019年６月12日 
定時株主総会 普通株式 818 13 2019年３月31日 2019年６月13日 

2019年10月30日 
取締役会 普通株式 818 13 2019年９月30日 2019年11月26日 

  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
2020年６月12日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり、
提案しております。 

①配当金の総額 440百万円
②１株当たり配当額 7円
③基準日 2020年３月31日
④効力発生日 2020年６月15日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
 
 3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く｡）の目的となる 
   株式の種類および数 

普通株式 779,400株
 
Ⅴ 金融商品に関する注記 
 1. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。また資金調達については、
主として銀行等金融機関からの借入れや社債の発行によっております。 
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、販売管理規則等に沿ってリスク管理を
行っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の
把握を行っております。 
支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 
借入金の使途は運転資金および設備投資資金であり、一部の⻑期借入金については為替変動リスク
および金利変動リスクに対するヘッジ手段としてデリバティブ取引を実施しております。 
なお、デリバティブ取引は内規に基づき、実需の範囲で行うこととしております。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 
2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。 

(単位：百万円)  
 連結貸借対照表 

計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 31,720 31,720 ― 
(2) 受取手形及び売掛金 29,081 29,081 ― 
(3) 電子記録債権 3,524 3,524 ― 
(4) 有価証券及び投資有価証券 7,276 7,276 ― 
(5) 支払手形及び買掛金 22,483 22,483 ― 
(6) 電子記録債務 2,071 2,071 ― 
(7) 短期借入金 7,186 7,186 ― 
(8) 社債 10,000 9,986 △14 
(9) ⻑期借入金(１年内返済予定の⻑期借入金含む) 25,899 26,027 128 
(10) デリバティブ取引 ( 4) ( 4) ― 

 (*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については、(  )で示しております。 

 
(注１) 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)電子記録債権 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4)有価証券及び投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(5)支払手形及び買掛金、(6)電子記録債務、(7)短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(8)社債 
社債の時価については、日本証券業協会が定める公社債店頭売買参考統計値によっております。 

(9)⻑期借入金(１年内返済予定の⻑期借入金含む) 
⻑期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割引いて算定する方法によっております。 

(10)デリバティブ取引 
  取引先金融機関から提示された価格等によっております。 

 
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式(連結貸借対照表計上額382百万円)については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(4) 有価証券及び
投資有価証券｣には含めておりません。 
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Ⅵ １株当たり情報に関する注記 

 1. １株当たり純資産額 1,255円94銭
  

2. １株当たり当期純損失(△) △80円55銭
 
 
Ⅶ 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 
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Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 1. 資産の評価基準および評価方法 

(1)子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法 
(2)その他有価証券 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
売却原価は移動平均法により算定しております。 ) 

 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 
(3)たな卸資産の評価基準および評価方法 総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 
 
 2. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 
(リース資産を除く) 

定率法によっております。 
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額
法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15〜50年 
機械及び装置 主として９年 

 

(2)無形固定資産 
(リース資産を除く) 

定額法によっております。 

(3)リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 
 3. 外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。 

 
 4. 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。 

  

個 別 注 記 表 
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(2)製品保証引当金 当社製品の品質保証費用の支出に充てるため、納入先とのクレーム補償契約に
基づくクレームは過去の実績を基礎にして当事業年度売上高に対応する発生
見込額を繰り入れ、当事業年度保証期間経過対応分を取り崩しており、そのほか
臨時多額に発生したクレームに対応するため、その支出見込額を繰り入れ、
支出額を取り崩しております。 

(3)役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担
額を計上しております。 

(4)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年
金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額
を計上しております。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
②数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理することとしております。      

5. ヘッジ会計 
原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっており、振当処理の
要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。 
また、一体処理(特例処理・振当処理)の要件を満たしている金利通貨スワップについては一体処理に
よっております。 

 
 6. 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における
これらの会計処理の方法と異なっております。 

 
 7. 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
 

8. 連結納税制度の適用  
     当事業年度より連結納税制度を適用しております。 

なお、繰延税金資産及び繰延税金負債の額は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行 
に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）により改  
正前の税法の規定に基づいております。 
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

 1. 有形固定資産の減価償却累計額 110,843百万円
（注）減価償却累計額には、減損損失累計額も含めて表示しております。 

 
 2. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権 13,935百万円
短期金銭債務 2,361百万円
⻑期金銭債務 145百万円

   
 3. 取締役および監査役に対する金銭債務 11百万円
 
  4. その他 

2014年２月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、北米において損害賠償を求める 
⺠事訴訟が提起されております。 

                                
Ⅲ 損益計算書に関する注記 

1. 関係会社との取引高 営業取引   売上高 67,662百万円
 営業取引   仕入高 16,919百万円
 営業取引以外の取引高 4,336百万円
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Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記 
自己株式の種類および数 普通株式 26,475株

 
Ⅴ 税効果会計に関する注記 
 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 退職給付引当金 2,845百万円
 減損損失 2,620百万円
 関係会社株式評価損 988百万円
 未払賞与 786百万円
 繰越欠損金 683百万円
 減価償却超過額 581百万円
 事業構造改善費用 374百万円
 製品保証引当金 330百万円
 未払費用 298百万円
 たな卸資産評価減 220百万円
 その他 199百万円
   繰延税金資産 小計 9,930百万円
 評価性引当額 △2,869百万円
   繰延税金資産 合計 7,060百万円
繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 △535百万円
   繰延税金負債 合計 △535百万円
繰延税金資産の純額  6,524百万円
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Ⅵ 関連当事者との取引に関する注記 

1.親会社および法人主要株主等 
 

種 類 会社等の名称 議決権の所有 
(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
(百万円) 
(注３) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 
(注３) 

その他の 
関係会社 

トヨタ自動車 
株式会社 

所有 0.00％
 
被所有 
 直接28.76％ 
 間接 0.25％ 

・役員の兼職等 
・当社製品の販売 

自動車部品 
の販売 
(注１) 

52,419 
電子記録債権 1,414 

売掛金 6,448 

自動車部品・ 
材料の購入 
(注２) 

5,718 買掛金 984 

取引条件および取引条件の決定方針等 
(注) 1. 自動車部品の販売については、市場価格を勘案した当社希望価格を提示し、毎期価格交渉のうえ、 

一般的取引条件と同様に決定しております。 
2. 自動車部品・材料の購入については、市場価格、総原価を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 
3. 取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。 

 
 

2.子会社および関連会社等 
 

種 類 会社等の名称 議決権の所有 
(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

(百万円) 科 目 期末残高 
(百万円) 

子会社 
アイサン 
インダストリー 
フランス 
株式会社 

所 有 
100.00％ ・当社製品の販売 事業構造改善 

費用の支払 786 ― ― 

子会社 
アイサン 
インダストリー 
チェコ 
有限会社 

所有 95.00％ ・当社製品の販売 
自動車部品 
の販売 
(注１) 

2,320 売掛金 1,266 

取引条件および取引条件の決定方針等 
(注) 1. 自動車部品の販売については、市場価格を勘案した当社希望価格を提示し、毎期価格交渉のうえ、 

一般的取引条件と同様に決定しております。 
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3.兄弟会社等 
 

種 類 会社等の名称 議決権の所有 
(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
(百万円) 
(注２) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 
(注２) 

その他の 
関係会社 
の子会社 

ダイハツ工業 
株式会社 
トヨタ自動車 
株式会社 
の子会社 

被所有 
 直接 0.23％ ・当社製品の販売 

自動車部品 
の販売 
(注１) 

6,039 
電子記録債権 1,083 

売掛金 691 
 

取引条件および取引条件の決定方針等 
(注) 1. 自動車部品の販売については、市場価格を勘案した当社希望価格を提示し、毎期価格交渉のうえ、 

一般的取引条件と同様に決定しております。 
2. 取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。 

 
 
Ⅶ １株当たり情報に関する注記 

 1. １株当たり純資産額 870円22銭
 
 2. １株当たり当期純損失(△) △78円67銭
 
 
Ⅷ 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 


